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序     文 
 

インドネシア共和国では1997年の経済危機以降、失業者が増加し続け、2005年時点では労働力

人口の約5人に1人が失業している状況でした。一方、同国における公的職業紹介機関は全国に設

置されている労働局の雇用サービス・職業紹介部門が担ってきましたが、その認知度は低く、求

人者と求職者を結びつける機関として効果的に機能していないことが課題となっていました。こ

のようななか、JICAは失業者の減少をはじめとする雇用環境の改善により経済成長と雇用拡大の

好循環を促進することを目的に、公的職業紹介制度の現状分析及びその改善に向けた提言を行う

開発調査「雇用サービス改善調査」を2007年3月から2009年3月まで実施しました。 

本開発調査の結果、公正・公平で効率的な雇用サービスの実施のために、①求職業務に関する

改善、②求人業務に関する改善、③職業紹介をより効果的・効率的に実施するための改善、④雇

用サービスを向上させるための枠組みについての改善、の4つの視点からの提言を行いました。こ

の最終提言を受けたインドネシア共和国労働移住省は、求職者・求人者に対してより公平・公正

で効率的な雇用サービスを提供するための組織として県・市労働局の雇用サービス担当部門を雇

用サービスセンターとして独立させ、業務を改善していく構想を打ち出しました。しかしながら

公正・公平で効率的な職業紹介を実現するためには業務支援システムの導入だけではなく、具体

的な業務の実施方法や職員の専門性の向上、運営・管理能力の強化が必要であることから、公的

職業紹介分野において豊富な経験をもつわが国に引き続き技術支援が要請されました。 

この要請を受け、「雇用サービスセンター能力強化プロジェクト」を2009年9月から3年間の計画

で実施することとなり、現在3名の長期専門家を派遣中です。 

今般、同プロジェクトの中間レビュー調査を行うことを目的として、2011年6月に調査団を派遣

し、インドネシア共和国政府との間で、プロジェクトの進捗の確認と今後の方向性に係る協議を

行いました。本報告書は同調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開、さ

らには類似のプロジェクトに活用されることを願うものです。 

ここに、本調査にご協力を頂いた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続き一

層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成23年7月 

 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 萱島 信子 

 



 

目     次 
 

序 文 

目 次 

地 図 

写 真 

略語表 

評価調査結果要約表 

 

第１章 中間レビュー調査の概要 ······································································································· 1 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 ··································································································· 1 

１－２ 調査団構成と日程 ··············································································································· 1 

１－３ 主要面談者 ·························································································································· 2 

１－４ 中間レビュー調査の方法 ··································································································· 3 

 

第２章 プロジェクトの実績と現状 ··································································································· 6 

２－１ 投入実績 ······························································································································ 6 

２－２ 成果の達成状況 ·················································································································· 8 

２－３ プロジェクト目標の達成状況（達成見込み） ······························································· 11 

２－４ 上位目標の達成状況（達成見込み） ·············································································· 12 

２－５ 実施プロセスの状況 ········································································································· 12 

 

第３章 中間レビュー結果 ················································································································ 14 

３－１ 妥当性································································································································ 14 

３－２ 有効性································································································································ 14 

３－３ 効率性································································································································ 15 

３－４ インパクト ························································································································ 15 

３－５ 持続性································································································································ 15 

 

第４章 結論 ······································································································································· 17 

 

第５章 提言と教訓 ···························································································································· 18 

５－１ インドネシア側との確認事項 ·························································································· 18 

５－２ 提言 ··································································································································· 18 

５－３ 教訓 ··································································································································· 19 

 

第６章 団員所感································································································································ 20 

６－１ 厚生労働省団員所感 ········································································································· 20 

 



 

付属資料 

１．聴取記録 ··································································································································· 25 

２．署名ミニッツ文書(Minutes of Meetings) ·················································································· 42 

３．PDM比較表 ······························································································································· 71 

 



地 図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：http://www.geographicguide.net/asia/indonesia.htm） 
 

 

 
 
 
プロジェクトサイト（ジャカルタ・労働移住省） 

 



   

合同調整委員会  雇用サービスセンター視察 

   

求職者への相談業務  プロジェクトの指導による設備改善例 

（相談者間のパーテーション設置） 
 
 



 

略 語 表 
 

略語 正式名 日本語 
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AK/II Antar Kerja II 求職票 

AK/III Antar Kerja III 求人票 

AK/IV Antar Kerja IV 求職者連絡状 

AK/V Antar Kerja V 候補者紹介状 

BKOL Bursa Kerja On Line 
インターネットによる職業紹介システム。労働

移住省が独自に開発したもの 

BKOLナショナル Bursa Kerja On Line Nasional 
プロジェクトの提案により、新たに開発された

職業紹介業務支援システム 

ESC Employment Service Center 雇用サービスセンター 

PES Public Employment Service Center ESCの新略称 

PES LIST Publie Employment Service List 
プロジェクトで導入した公的雇用サービス業

務改善のためのガイドブック 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 
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評価調査結果要約表 
 
１．案件の概要 

国名：インドネシア共和国 案件名：雇用サービスセンター能力強化プロ

ジェクト 

分野：社会保障－雇用・労働関係 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部高等教育・社会保障グルー

プ社会保障課 

協力金額（評価時点）：1億7,089万8,000円 

先方関係機関：労働移住省 協力期間 （R/D）：2009年8月31日署名 

2009年9月24日から2012年9月23日まで

（3年間） 
日本側協力機関：厚生労働省 

１－１ 協力の背景と概要 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）では1997年の経済危機以降、失業者が

増加し続け、2005年時点では労働力人口の約5人に1人が失業している状況であった。一方、イ

ンドネシアにおける公的職業紹介機関は、その認知度が低く、求人者と求職者を結びつける機

関として効果的に機能していないことが課題となっていた。このようななか、JICAは失業者の

減少をはじめとする雇用環境の改善により経済成長と雇用拡大の好循環を促進することを目的

に、公的職業紹介制度の現状分析及びその改善に向けた提言を行う開発調査「雇用サービス改

善調査」（2007年3月～2009年3月）を実施した。本開発調査では、わが国のハローワークシステ

ムを参考に、公正・公平で効率的な雇用サービスの実施のために、①求職業務に関する改善、

②求人業務に関する改善、③職業紹介をより効果的・効率的に実施するための改善、④雇用サ

ービスを向上させるための枠組みについての改善、の4点からの提言を行った。 

提言を受けて労働移住省は、求職者・求人者に対してより公平・公正で効率的な雇用サービ

スを提供するための組織として県・市労働局の雇用サービス担当部門を雇用サービスセンター

（Public Employment Service：PES）として独立させ、業務を改善していく構想（コンピュータ

ーを使った業務支援システム導入等）を打ち出した。しかしながら公正・公平で効率的な職業

紹介を実現するためには業務支援システムの導入だけではなく、具体的な業務の実施方法や職

員の専門性の向上等の運営・管理のノウハウが必要であり、インドネシア側にそのノウハウが

不足していることから、公的職業紹介分野において豊富な経験をもつわが国に引き続き支援が

要請され、技術協力プロジェクトが開始された。 

本プロジェクトは、労働移住省をカウンターパート（C/P）機関として、2009年9月から2012

年9月までの3年間の予定で実施されており、現在3名の長期専門家（チーフアドバイザー、職業

紹介サービス、業務調整/研修計画）を派遣中である。 

 

１－２ 協力内容 

本中間評価調査の結果、プロジェクトサマリーのうち、成果・指標等を改訂することとなっ

たため、修正後のサマリーを記載する。 

（1）上位目標 

＜目標＞ 
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トライアル実施州のPESにおいて、雇用サービスの機能を強化することにより雇用が促進さ

れる。 

＜指標＞ 

1. トライアル実施州のPESにおける登録求職者数 

2. トライアル実施州のPESにおける登録求人者数 

3. トライアル実施州のPESにおける求人充足数 

 

（2）プロジェクト目標 

＜目標＞ 

トライアル実施州のPESにおいて公平・公正で効率的な雇用サービス（以下（1）～（4）の

観点から改善されたサービス）が提供されるようになる。 

1. 職業相談の実施や、的確な求人情報提供等による求職者業務の改善 

2. 求人開拓の実施等による求人業務の改善 

3. コンピュータを用いたデータ管理・運用の導入等による効果的・効率的な職業紹介業務

の実施 

4. 利用者の視点に立った業務の実施、職員の資質向上 

 

＜指標＞ 

1. トライアル実施州においてPES List（プロジェクトがめざす公的雇用サービスの活動一覧

表）で示されたサービス基準を満たすPESの数 

2. トライアル実施州においてPES利用者（求職者及び求人者）の雇用サービスへの満足の

度合い 

 

（3）成果 

＜成果1＞ 

PESの運営に関する国、州、県・市の協働体制が、トライアル実施州政府及び州傘下の県・

市労働事務所と共有される。 

＜指標＞ 

1-1. 国、州、県・市の共同体性及び各組織の役割が明確に述べられる。 

 

＜成果2＞ 

PESにおいて実施する公平・公正で効率的な雇用サービスの内容と実施手順が明確になる。

＜指標＞ 

2-1. PES Listが正式に雇用サービスを改善するツールとして採用される。 

2-2. PES Listをサービス改善のツールとして利用するPESの数 

2-3. 業務支援システムを利用するPESの数 

 

＜成果3＞ 

トライアル実施PESにおいて求人開拓機能を含む雇用サービスが改善される。 
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＜指標＞ 

3-1. PES Listで示されたサービス基準を満たすトライアル実施PESの数 

3-2. トライアル実施PESにおけるPES利用者（求職者及び求人者）の雇用サービスへの満足の

度合い 

 

＜成果4＞ 

トライアル実施PESでのノウハウがトライアル実施州の他のPESに移転される。 

＜成果＞ 

4-1. 雇用サービスに携わる職員が研修・巡回指導を受けたPESの数 

4-2. 雇用サービスにかかわるセミナー・研修・巡回指導に関する、参加者の満足の度合い。

 

（4）投入（中間レビュー時点） 

日本側：派遣人数は延べ人数 

長期専門家派遣      3名 

短期専門家派遣－IT業務支援システム  4名 

－職業紹介サービス   2名 

－求人開拓       1名 

研修員受入      14名 

ローカルコスト負担 8億410万3,244ルピア（2009年度、2010年度支出実績合計） 

インドネシア側： 

カウンターパート配置 

プロジェクトオフィス提供 

ローカルコスト負担：4億1,605万3,600ルピア（2009年度、2010年度支出実績合計） 

２．評価調査団の概要 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 小川 重徳 JICAインドネシア事務所 次長 

雇用安定政策 荒木 勲 厚生労働省大臣官房国際課 派遣・研修係長 

職業紹介サービス 田中 憲二 厚生労働省職業安定局 中央職業指導官 

協力企画 西村 愛志 JICA人間開発部社会保障課 

調査者 

評価分析 野口 純子 財団法人国際開発高等教育機構 

調査期間 2011年6月5日〜2011年6月18日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）プロジェクトの成果 

成果（アウトプット）1： 

公共職業紹介サービスに関する労働移住省・州労働局・県/市労働事務所の役割・責任範

囲について、PESリストとブルサ・ケルジャ・オンライン（以下、BKOLと記す）ナショナ
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ルのマニュアルがまとめられている。しかしながら、複数のプロジェクト関係者から、こ

の協働体制が必ずしも機能していないと指摘されている。原因として挙げられるのが、地

方分権化の影響もあり、労働移住省の方針に沿わない州労働局や県/市事務所がある点、そ

して、州や県/市からの予算の要望、技術（システム対応等）に関する問い合わせに対して

労働移住省が対応できていない点である。 

 

成果（アウトプット）2： 

PESリストに加えて、PES業務の紹介、日本のハローワークの機能紹介、BKOLナショナ

ルのマニュアル等が作成・配布されている。このうちのいくつかは配布先より好評を得て、

追加で配布・利用されている。PESリスト初版は2010年7月に作成され、2州労働事務局と5

県/市の労働事務所に配布された。本評価調査で聞き取りを行ったスマラン県では業務中に

確認用に利用されていたが、パティ県では全スタッフに周知されてはいなかった。 

 

成果（アウトプット）3： 

2011年6月現在、目標10カ所に対して5カ所の労働事務所でトライアルが開始され（パテ

ィ県、スマラン県、スラゲン県、ジョグジャカルタ市、バントゥル県）、今後、更に5カ所

で展開されることになっている（マカッサル県、サマリンダ県、西スマトラ州・東ジャワ

州・西ジャワ州より各1県/市）。現システムでは設定された指標データのすべてが回収でき

ず、また独自のシステムをもつ州・県/市もあり、これらの県/市からのデータ回収は困難で

ある。したがって、データにより成果を定量的に検証することが難しい。他方、聞き取り・

観察を行ったパティ県とスマラン県では、利用者に分かりやすい事務所のレイアウト変更、

利用者からの意見徴収箱の設置、より準備したうえでの企業訪問（求人開拓）、より実用的

な職業相談カウンセリングの実施等、さまざまな業務改善の例が確認できた。 

また、両県では求人企業と求職者に対して満足度に関する聞き取りを行ったが、いずれ

も大半が労働事務所のサービスに満足しているとのことであった。また、データによる確

認はできなかったものの、事務所スタッフへの聞き取りでは、求人件数、求職者数ともに

増えているということであった。 

 

成果（アウトプット）4： 

これまでのところ、トライアル対象以外の県/市労働事務所も、プロジェクトの研修やセ

ミナーの一部に参加する機会を得ているほか、また、労働事務所間の個人的・インフォー

マルなネットワークから情報・経験が共有されている。しかしながら、トライアル実施の

ノウハウの実質的な展開には至っていない。 

 

（2）プロジェクト目標 

プロジェクトは成果産出の途中だが、当初プロジェクトサマリーで設定されていた目標

数値（100カ所）の達成はインドネシア側も日本側も困難であると認識している。その理由

として、当初計画と比較して、活動実施が大幅に遅れていること、BKOLナショナルのアプ

リケーションにまだ不具合があり、雇用サービス提供のために十分に活用されていないこ
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とが挙げられる。 

 

（3）上位目標 

現時点では、上述のとおり、成果発現の途中であり、プロジェクト目標も未達成である

ところ、上位目標の達成可能性の判断は時期尚早である。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

以下をかんがみて、妥当性は比較的高いと言える。 

・インドネシア開発計画、ニーズとの合致 

「国家中期開発計画（2004-2009年）」で設定された目標の1つが失業率の低下であった。

同後継計画（2010-2014年）でも雇用拡大は経済セクターの目標の1つであり、雇用拡大は国

家福祉として説明されている。また、大統領令36号（2002年）は、職業紹介を含む雇用サ

ービス国家の義務であるとし、省令（No.PER.07/MEN/IV/2008）は、職業紹介制度と労働者

雇用の地方分権化について記している。他方で、国、州、県/市の関係者によって、雇用サ

ービスにおいて優先する業務改善分野がそれぞれで異なっており、それら業務改善分野が

プロジェクトのアプローチとは必ずしも一致しない場合が散見される。 

・日本の援助政策との合致 

対インドネシア「国別援助計画（2004年）」によると、援助優先分野は「民間主導の持続

的成長」であり、これに関連した戦略の1つが「投資環境の改善に資する経済インフラの整

備」となっている。 

・手段の適切性 

前述大統領令は、労働移住省が雇用サービスを所管し、県/市労働事務所が実際のサービ

スを遂行し、州労働局が労働移住省と州内の労働事務所を支援することを定めている。こ

れらがプロジェクトのターゲットであり、実施機関となっている。 

 

（2）有効性 

現時点で有効性を検証することは難しいが、活動のスピードアップが図られない場合、

低くなる見込みである。これまでのところ、成果の産出が限定的である。パティ県、スマ

ラン県の労働事務所では、州労働局と連携し、BKOLナショナルも利用して業務改善を行っ

ているが、トライアル活動はまだ5カ所で始まったのみであり、今後、更に5カ所でのトラ

イアル活動及び他の労働事務所へのノウハウの移転を行う計画である。成果からプロジェ

クト目標達成までのロジックはあるものの、活動・成果の遅れにより、当初の目標であっ

た100カ所での業務改善を見込むことは難しい。プロジェクト目標達成に影響しうる要因と

して、いまだに不具合のあるBKOLナショナルの整備状況が挙げられる。 

 

（3）効率性 

成果産出程度と投入が限定的であることから、効率性はあまり高くないといえる。イン

ドネシア側による投入とメンバーの活動時間が十分でなく、活動がスムーズに行われなか
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った。カウンターパートの大半は適切な部署・職位から選定されているものの、省内の業

務で多忙であり、プロジェクトの進捗や課題を十分に共有できないメンバーもいた。プロ

ジェクトのコーディネーターやチームリーダーが不在の際は、サブリーダーが代行するこ

とになっているが、調整・意思決定に時間を要している。業務費の投入としては、2009年

は労働移住省からの支出はなく、2010年もトライアル労働事務所の事前調査やBKOL改修の

費用が十分に捻出されなかった。一部は日本側が負担することとなった。 

 

（4）インパクト 

プロジェクト開始から1年半が経過したところだが、進捗が限定的であるため、上位目標

を含むインパクトの発現を確認するには時期尚早である。トライアルを実施している2県労

働事務所では、求人件数、求職者ともに増えていることから、成果、プロジェクト目標を

経て外部条件が満たされれば上位目標達成を見込める目標間のロジックは認められる。

負のインパクトは生じていない。 

 

（5）持続性 

プロジェクトは成果産出の途中にあり、アウトカム以上の効果の持続性を判断すること

は時期尚早である。以下の点を踏まえて、持続性は各関係者のコミットメントによるとこ

ろが大きい。 

・政策面 

雇用機会の拡大はインドネシア政府にとり重要課題であり、「国家中期開発計画」でも経

済セクターの目標となっている。 

・制度/財政面 

県/市労働事務所の能力強化に関して、労働移住省の国内雇用局は人材育成を担当し、2011

年、2012年と10カ所のトライアル実施の予算を計上している。他方、市場開発局はシステ

ム開発を担当し、2011年に200カ所にコンピューターを配布する計画がある。両局の目標と

アプローチは必ずしも一致していない。州の労働局が業務モニタリング・指導を担当して

いるが、州によっては訪問の予算が十分にない。 

また、地方分権化の影響は大きい。本分野の実施は、予算、人員等に至るまですべて地

方に移管されており、各地方の課題優先順位等により、中央の方針が実行されないケース

が少なからずみられる。 

・技術面 

より実務に即した研修内容や教材を提供するために、国内雇用局は、労働市場情報だけ

でなく、業務の実際により現場の課題を把握することが求められているが、現在のモニタ

リングシステムではこれが十分に行われているとはいえない。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

特になし。 
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（2）実施プロセスに関すること 

プロジェクトに先行して実施された開発調査「雇用サービス改善調査（2007年3月～2009

年3月）」では、業務支援システムを活用した雇用サービスの改善について提言されていた。

実証事業のサイトの1つであったスマラン市労働事務所の内容・成果は周辺関係者によく

知られていたことから、同調査に基づき計画された本プロジェクトへの理解も比較的スム

ーズにいき、活動が進んだと思われる。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

・プロジェクト内容に関する共通理解 

プロジェクト開始時、プロジェクトがめざす「理想的な雇用サービス像」に関して、各

関係者で完全な共通認識をもつに至っていなかった。本プロジェクトは、BKOLを1つのツ

ールとして、求人開拓やカウンセリングを含めてサービスの質的側面を改善することを目

的として形成されたものであるが、地方分権化が進んでいることもあり、地方自治体によ

っては必ずしもサービスの質的側面の改善を優先課題としていない面がある。 

（2）実施プロセスに関すること 

・モニタリングと計画修正 

プロジェクトではPOに沿って活動を実施し、POはこれまで2回見直しが行われている。

一方、プロジェクト開始前に作成されたPDMは（改定案は議論されていたが）正式に改訂

されておらず、現状はPDMから乖離したものとなっている。モニタリングはPOに基づいて

進捗が確認されてきたが、PDMで設定された指標を用いたモニタリングは実施されていな

い。この指標自体、数値目標が設定されておらず、データ収集・分析方法も明確にされて

いない。 

・プロジェクト内のコミュニケーション 

インドネシア側カウンターパートの大半はプロジェクト専任でなく、省内の本来業務が

忙しい。毎週の定例会議があるが、メンバー間のコミュニケーションの時間は十分でなく、

意思決定や課題共有がスムーズに行われていない。 

・インドネシア側のオーナーシップ 

プロジェクトの活動の大半は日本人専門家のイニシアティブにより行われているのが現

状である。例えば、専門家がマニュアル案や現場訪問計画を作成し、これをカウンターパ

ートに相談し、決定している。 

 

３－５ 結論 

雇用促進という大枠からみて、業務改善のニーズにやや差異はあるものの、プロジェクト開

始時における妥当性は高いといえる。トライアルが実施されている2労働事務所では改善事例が

具体的に確認できたが、当初の目標である10カ所でのトライアル実施及びその後の約100カ所へ

のノウハウの移転という当初計画をかんがみると、成果算出はまだ限定的である。したがって、

全体として、プロジェクトの有効性と効率性については、現時点ではあまり高いとは言えない。

これは、投入・活動の遅れに起因している。また、プロジェクトの目標（数値）やアプローチ



 

viii 

が関係者間のなかで十分に共有されていなかったことも原因であると考えられる。 

 

３－６ 協議事項 

（1）活動の遅れが有効性と効率性を低くしている。残りの期間の活動・担当者を明確にした

うえで、活動をスピードアップする必要がある。 

（2）トライアルの成果普及には各州の政府・労働局がキーであり、プロジェクトの成功・持

続性にも大きく影響する。県/市レベルで活動がしやすくなるためにも、早い段階で州政府

にコンタクトし、次年度の予算措置について協議することが望まれる。 

（3）トライアルで経験を積んだスタッフを、研修講師や訪問指導等、成果普及のリソースパ

ーソンとして育成、活用する。これにより、プロジェクトの投入の有効活用、効果の持続

が期待できる。労働移住省は州間の経験共有、州労働局は県/市間の経験共有のための予算

措置が必要である。 

（4）プロジェクトは残りの期間に向けてPDM及びPOを改訂する必要がある。特に、現行の指

標はデータ収集が困難な一方で、必ずしもプロジェクトの活動成果を反映するものではな

く、PESリストを活用する等、指標はデータ収集（タイミング・方法）が可能なものを設定

する。POは残りの活動をより具体的に記す必要がある。 

（5）少なくともプロジェクト期間中は「PES促進チーム」メンバーの異動がないようにする。

また、プロジェクト終了後に向けて、同チームの機能・役割がより明確に規定されるべき

である。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）では1997年の経済危機以降、失業者が増

加し続け、2005年時点では労働力人口の約5人に1人が失業している状況であった。一方、インド

ネシアにおける公的職業紹介機関は、その認知度が低く、求人者と求職者を結びつける機関とし

て効果的に機能していないことが課題となっていた。このようななか、JICAは失業者の減少をは

じめとする雇用環境の改善により経済成長と雇用拡大の好循環を促進することを目的に、公的職

業紹介制度の現状分析及びその改善に向けた提言を行う開発調査「雇用サービス改善調査」（2007

年3月～2009年3月）を実施した。 

本開発調査では、わが国のハローワークシステムを参考に、公正・公平で効率的な雇用サービ

スの実施のために、①求職業務に関する改善、②求人業務に関する改善、③職業紹介をより効果

的・効率的に実施するための改善、④雇用サービスを向上させるための枠組みについての改善、

の4点からの提言を行った。 

提言を受けて労働移住省は、求職者・求人者に対してより公平・公正で効率的な雇用サービス

を提供するための組織として県・市労働局の雇用サービス担当部門を雇用サービスセンター

（Employment Service Center：ESC）として独立させ、業務を改善していく構想（コンピューター

を使った業務支援システム導入等）を打ち出した。しかしながら公正・公平で効率的な職業紹介

を実現するためには業務支援システムの導入だけではなく、具体的な業務の実施方法や職員の専

門性の向上等の運営・管理のノウハウが必要であり、インドネシア側にそのノウハウが不足して

いることから、公的職業紹介分野において豊富な経験をもつわが国に引き続き支援が要請され、

技術協力プロジェクトが開始された。 

本プロジェクトは、労働移住省をカウンターパート（C/P）機関として、2009年9月から2012年9

月までの3年間の予定で実施されており、現在、3名の長期専門家（チーフアドバイザー、職業紹

介サービス、業務調整）を派遣中である。 

今般、プロジェクトの中間時点を迎えたことを踏まえ、プロジェクトの進捗状況を確認し、残

り期間の活動を最大限有効に実施するため、必要に応じてPDMや活動計画を見直すことを目的と

し、調査団を派遣することとした。 

 

１－２ 調査団構成と日程 

１－２－１ 調査団構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 小川 重徳 JICAインドネシア事務所 次長 

雇用安定政策 荒木 勲 厚生労働省大臣官房国際課 派遣・研修係長 

職業紹介サービス 田中 憲二 厚生労働省職業安定局 中央職業指導官 

協力企画 西村 愛志 JICA人間開発部社会保障課 職員 

評価分析 野口 純子 財団法人国際開発高等教育機構 
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１－２－２ 調査日程 

現地調査は、2011年6月5日から6月18日までの期間で実施された。 

調査日程の概要は、以下のとおりである。 

6月5日 日 コンサルタント団員 インドネシア到着 

6月6日 月 プロジェクト専門家からの聞き取り調査 

6月7日 火 労働移住省聞き取り調査 

6月8日 水 

移動（ジャカルタ→スマラン） 

バタン県聞き取り調査（職員、求職者、求人者） 

中部ジャワ州労働局 聞き取り調査（職員） 

6月9日 木 

スマラン県PES 聞き取り調査（職員、求職者、求人者） 

事業所（求人者）訪問調査 

移動（スマラン→クドゥス）（クドゥス泊） 

6月10日 金 

パティ県PES聞き取り調査（職員、求職者、求人者） 

事業所（求人者）訪問調査 

移動（パティ→スマラン） 

6月11日 土 移動（スマラン→ジャカルタ） 

6月12日 日 
官団員 インドネシア到着  

団内打合せ 

6月13日 月 
JICAインドネシア事務所打合せ 

労働移住省協議 

6月14日 火 

移動（ジャカルタ→ジョグジャカルタ） 

バントゥル県 状況視察 

移動（ジョグジャカルタ→ソロ） 

6月15日 水 

移動（ソロ→スマラン） 

スマラン県PES 状況視察 

移動（スマラン→ジャカルタ） 

6月16日 木 
労働移住省協議 

在インドネシア日本大使館表敬 

6月17日 金 

ミニッツ署名 

JICAインドネシア事務所報告 

現地出発 

6月18日 土 帰国 

 

１－３ 主要面談者 

本調査における主要面談者は次のとおり。このほか、中部ジャワ州のスマラン県、パティ県、

バタン県の労働事務所では求職者へのヒアリングを実施した。 

 

（1）労働移住省  

Mr. Nurrachman 国内雇用局職業紹介部長 

Mr. Tri Ariyanto 労働市場局職業安定所開発課長 
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（2）中部ジャワ州労働局  

Ms. Enik Nurhayatini 職業紹介課長 

Mr. Ronji 職業紹介部門職員 

（3）スマラン県労働事務所  

Mr. Tyas Iswinarso 労働事務所長 

Ms. Erna 職業紹介専門職 

Ms. Suliyanti 職業紹介専門職 

（4）スマラン県企業（ARA Shoes Indonesia）  

Mr. Lukas A. Sipayung 財務・人事部長 

（5）パティ県労働事務所  

Mr. Kusno 職業紹介部長 

Ms. Sri Rahayu 職業紹介専門職 

Mr. Joko 職業紹介専門職 

（6）バタン県労働事務所  

Mr. Nursinto 職業紹介部長 

Mr. Sudaryono D. 総務課長 

Ms. Evy Yuli W. 職業紹介職員 

Mr. Hardiyanto 職業紹介職員 

（7）バタン県企業（Pumimas Citaramarvadri）  

Mr. Yudi 県支所長 

 

１－４ 中間レビュー調査の方法 

１－４－１ 中間レビューの手法 

本調査は、『新JICA事業評価ガイドライン：第1版』（2010年6月）に基づいて実施した。すな

わち、①プロジェクトの現状把握・検証を行い、②それらをDAC評価5項目による評価基準から

判断し、③提言や教訓を導き出して次の段階にフィードバックするという枠組みのもと、中間

レビュー（評価）の調査を行った。中間レビューという時期的な性格から、目的は「事業が順

調に効果発現に向けて実施されているかを検証し、評価対象事業の計画見直しや運営体制の改

善に資する」こととした。なお、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を事業計画

としてとらえ、評価調査のデザインを行った。 

評価5項目の定義は次のとおりである。中間レビューであることから、特に妥当性、有効性、

効率性に重点を置いた。 
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DAC評価5項目による評価の視点 

評価項目 視 点 

妥当性 開発援助と、ターゲットグループ・相手国・ドナーの優先度並びに政策・方針と

の整合性の度合い 

有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度 

効率性 インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）を計測する。開発援助が

期待される結果を達成するために最もコストのかからない資源を使っていること

を示す経済用語。最も効率的なプロセスが採択されたかを確認するため、通常、

他のアプローチとの比較を必要とする。 

インパクト 開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・負

の変化。開発援助が、地域社会・経済・環境並びにその他の開発の指標にもたら

す主要な影響や効果を含む。 

持続性 ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開発

援助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 
出所：JICA（2010）『新事業評価ガイドライン：第1版』 

 

１－４－２ 調査項目とデータ収集方法 

（1）主な調査項目 

本調査においては、以下の評価設問を中心に調査を実施した。 

①投入、成果、プロジェクト目標、上位目標に関する達成状況あるいは達成見込みはどう

か。 

②活動は計画どおりに実施されているか。プロジェクトマネジメントは適切に行われてい

るか。コミュニケーションは適切に行われているか。実施機関の当事者意識は醸成され

ているか。 

③評価5項目の各視点からみてプロジェクトの状況（見込み）はどうか。 

より詳細な評価設問は、ミニッツ（付属資料2）Annex 1-1及び1-2の評価グリッド（英文）

のとおり。 

 

（2）データ収集方法 

以下の情報源及びデータ収集方法を用いて情報を収集した。 

①実施協議記録（R/D）、PDM、活動計画表（PO）、協議議事録（M/M）等のプロジェクト

計画文書のレビュー 

②日本人専門家作成の報告書（活動進捗報告書、短期専門家報告書）のレビュー 

③日本人専門家及びカウンターパート、関連機関からの質問票回答・ヒアリング 

④プロジェクト対象の労働事務所の観察、職員・利用者へのヒアリング（中部ジャワ州ス

マラン県、パティ県、ジョグジャカルタ特別州バントゥル県） 

⑤プロジェクト対象外の労働事務所の観察、職員・利用者へのヒアリング（中部ジャワ州

バタン県） 

上記方法で収集されたデータやその分析結果は日本側評価調査団によってまとめられた

後、日本側とインドネシア側関係者で確認・協議が行われた。この結果を踏まえて中間レ

ビュー報告書に労働移住省雇用総局長代行及び評価調査団長（JICAインドネシア事務所次
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長）が署名を行った。 

 

１－４－３ 評価の制約 

本調査（評価）を実施する際の制約事項として、第一に、PDM上の指標が具体性に欠けてい

たこと、指標データがモニタリング結果として収集・分析されていなかったことが挙げられる。

これを受けて、本調査では評価判断の根拠として、活動実績を確認したうえで、現地調査で得

た定性データ（関係者へのヒアリング、質問票等で得た情報、プロジェクト対象地域の観察）

を重点的に活用した。 

第二に、インドネシア側関係者（特に労働移住省のカウンターパート）からの情報が不足し

ていた。質問票への回答が十分に集まらず、協議時間が十分に確保されなかった。結果として、

今後の活動の展開については、日本人専門家と評価調査団による協議を基に行われ、インドネ

シア側関係者の見解が十分に確認・反映されていない可能性がある。 

 

１－４－４ PDMの変遷 

本プロジェクトのPDMは詳細策定計画調査内で作成された後、改訂されていない（中間レビ

ュー時点）。改定案は作成されていたが、インドネシア側と日本側での協議・承認まで得ていな

い状況であった。POについては、活動の進捗に合わせて、タイミングを後方にスライドさせる

形で、これまで2回改訂されている。 
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 

２－１ 投入実績 

２－１－１ 日本側投入 

専門家派遣、現地業務に関しておおむね計画どおりに投入が行われている。機材供与は行わ

れていない（計画どおり）。 

 

（1）専門家派遣 

中間レビュー時点で延べ長期専門家3名、短期専門家7名が派遣されている。表2-1のとお

り、合計M/Mは64.4M/M、長期専門家の予定契約期間を含めると76.4M/Mとなる。 

 

表２－１ 専門家派遣の実績 

 指導分野 派遣期間 M/M 

長期専門家 チーフアドバイザー 2009年9月24日～2011年9月23日 21 

（24） 

 職業紹介サービス 2009年9月24日～2011年9月23日 21 

（24） 

 業務調整/研修計画 2009年12月27日～2011年12月26日 18 

（24） 

短期専門家 IT業務支援システム1 2009年11月9日～2009年11月24日 0.53 

 IT業務支援システム2 2010年1月24日～2010年3月8日 1.47 

 IT業務支援システム3 2010年10月5日～2010年10月26日 0.73 

 IT業務支援システム4 2011年1月19日～2011年2月2日 0.50 

 職業相談1 2011年11月15日～2009年11月28日 0.47 

 職業相談2 2010年2月28日～2010年3月13日 0.47 

 求人開拓 2011年3月20日～2011年3月26日 0.23 

  合計 64.4 

（76.4）
出所：プロジェクト提供資料 

 

（2）研修員受入 

2009年度、2010年度それぞれ1回ずつ、カウンターパート研修を実施した。2010年度の研

修では、事前研修にて理論の説明を行い、本邦での研修では実践面に重点が置かれた。研

修員は3名ずつ分かれて長野、静岡県のハローワークの現場を視察した。 
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表２－２ 研修員受入れの実績 

 主な研修先 研修期間 研修員数 研修員所属 

2009年度 厚生労働省職業安定局、東

京労働局 

2010年3月14日

～3月20日 

（7日間） 

9名 労働移住省（雇用総

局・国内雇用局・市場

開発局） 

2010年度 東京労働局ハローワーク、

長野労働局ハローワーク、

静岡労働局ハローワーク

2010 年 11 月 29

日～12月9日 

（11日間） 

6名 労働移住省、中部ジャ

ワ州労働局、パティ県

労働事務所、スマラン

県労働事務所 

  合計 15名  
出所：プロジェクト提供資料 

注：2009年度の研修では、1名は2010年3月17日に帰国した。 

 

（3）ローカルコスト負担 

日本側からは2011年3月までで合計8億410万3,244インドネシアルピア（約761万5.450円）

の支出が行われた1。謝金報酬は主に通訳・翻訳にかかる費用、傭人費は業務支援システム

の改修支援を目的として、現地コンサルタントと業務委託契約を行った費用であった。 

 

表２－３ ローカルコスト負担の実績 

（単位：ルピア） 

 事務用品、車両

費等 

旅費（航空賃含

む） 
謝金報酬 傭人費 合計 

2009年度 105,407,867 39,461,800 42,705,050 0 187,574,717

2010年度 260,603,985 182,723,800 89,250,742 83,950,000 616,528,527

 366,011,852 222,185,600 131,955,792 83,950,000 804,103,244

出所：プロジェクト提供資料 

 

２－１－２ インドネシア側投入 

（1）カウンターパート配置 

R/D記載のとおり、プロジェクト・マネージャーは労働移住省雇用総局長、プロジェクト・

コーディネーターは市場開発局長と国内雇用局長が任命されている。 

このほか、技術面でのカウンターパートとして11名が配置されており、実質的なカウン

ターパートとなっている。チームリーダーとサブリーダーはプロジェクトの活動に専任と

なる予定であったが、代わりに別の2名がプロジェクト専任となっている。 

 

（2）ローカルコスト 

2010年12月までに合計8億4,610万3,600インドネシアルピア（約757万5,110円）の支出が行

われた2。2009年はカウンターパート部署である国内雇用局と労働市場開発局からの支出は

                             
1 2010年3月30日のレートで換算（10,000ルピア＝94.71円）。 
2 2010年12月30日のレートで換算（10,000ルピア＝89.53円）。 
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なく、秘書局と官房財務局から支出が行われた。 

 

表２－４ ローカルコストの実績 

（単位：ルピア） 

 出張旅費 傭人費 謝金報酬 会議費 事務用品、

車両費等

備品 資料作成 合計 

2009年 0 0 0 0 3,270,420 28,799,000 0 32,069,420

2010年 423,938,200 96,300,000 53,350,000 32,920,000 181,175,980 11,850,000 14,500,000 814,034,180

 423,938,200 96,300,000 53,350,000 32,920,000 184,446,400 40,649,000 14,500,000 846,103,600

出所：プロジェクト提供資料 

 

（3）オフィススペースの提供 

オフィススペースとして、日本人専門家と専任カウンターパートの執務室と電気・イン

ターネット回線が提供されている。オフィススペースが整備されたのはプロジェクト開始

から2、3カ月が経過した後であった。 

 

２－２ 成果の達成状況 

中間レビュー時点において、修正前のサマリーに基づいた成果の達成は次のとおりである。 

 

２－２－１ 成果1 

成果1 認定ESC（PESの旧略称）の運営に関する国、州、県・市の協働体制が、各地方

政府と共有される。 

指標 1-1. 各州、県・市で実施するセミナーにおいて、参加者のうちxx％以上が理解

したと回答する。 

 

指標1-1については、これまで県 /市労働事務所職業紹介部門（Public Employment Service 

Center：PES）の運営に関する国、州、県・市の協働体制を含めた研修・セミナーは4回実施され

た。労働移住省、6州の労働局、45県/市の労働事務所から延べ116名が参加した。うち1回（2010

年7月実施分）でのみ事後アンケートが取られている。回答者45名の自己評価によると、理解度

の平均点は3.4、研修の有用性は4.1、資料の有用性は4.2であった。 

その他の検証材料としては、PESリストとブルサ・ケルジャ・オンライン（Bursa Kerja On Line：

BKOL）ナショナルのマニュアルの中で、公共職業紹介サービスに関する労働移住省・州労働局・

県/市労働事務所の役割・責任範囲についてまとめられている。しかしながら、複数のプロジェ

クト関係者から、この協働体制が必ずしも機能していないと指摘された。1つは、地方分権化の

影響により、労働移住省の方針に沿わない州労働局や県/市事務所が少なからずあるということ

である。なお、労働移住省からの通達は強制力をもたない。もう1つの指摘は、州や県/市からの

予算、そして業務に係る技術面に関する問い合わせに対して労働移住省が対応できていないケ

ースがある。労働移住省は、地域特性が多様である現場の状況を詳細に把握する機会がなく、

それが要因の1つと思われる。 
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２－２－２ 成果2 

成果2 認定ESCにおいて実施する公平・公正で効率的な雇用サービスの内容と実施手

順が明確になる。 

指標 2-1. プロジェクトにより改定された雇用サービスマニュアル、業務フロー、人

材育成カリキュラムの数がxx以上になる。 

2-2. モデルESCにおいて改定された雇用サービスマニュアル、業務フロー、人

材育成カリキュラムの利用者の満足度が5段階評価でxxに達する。 

2-3. ESC認定チェックリストがすべてのESCに配布される。 

 

指標2-1として、業務実施を促進するための資料について、これまで次のものが作成されてい

る ― ①PESリスト、②PESサービス概要、③中部ジャワ州労働事務所リスト、④プロジェクト

概要リーフレット、⑤日本のハローワークの紹介資料、⑥BKOLナショナルのマニュアル、⑦本

邦研修記録集。このうち、①、④、⑤、⑥は配布先より好評を得て、要望に応じて追加で配布

された。業務フローについては、PESリストやBKOLナショナルのマニュアルの中で触れられて

いる。人材育成カリキュラムは今後作成予定となっている。 

指標2-2については、満足度に関する調査は実施されていない（モニタリングされていない）

が、PESリストについては、今回ヒアリングを行ったスマラン県では業務中に確認用に利用され

ていたが、パティ県では全スタッフに周知されてはいなかった。 

指標2-3関連では、PESリスト初版は2010年7月に作成され、2州労働事務局と5県/市の労働事務

所に配布された。今後トライアル実施時、他事務所への展開時に配布される予定となっている。 

 

２－２－３ 成果3 

成果3 モデルESCにおいて求人開拓機能を含む雇用サービスが改善される。 

指標 3-1. モデルESCにおいて企業訪問記録台帳（IPK/II）の記載数がxx件/年以上と

なる。 

3-2. モデルESCにおいて、業務支援システムへの登録求職件数がxx件/年以上と

なる。 

3-3. モデルESCにおいて、業務支援システムへの登録求人件数がxx件/年以上と

なる。 

3-4. モデルESC利用者の雇用サービスへの満足度が5段階評価でx.xに達する。 

 

2011年6月現在、目標10カ所に対して5カ所の労働事務所でトライアルが開始され（パティ県、

スマラン県、スラゲン県、ジョグジャカルタ市、バントゥル県）、今後、更に5カ所で展開され

ることになっている（マカッサル県、サマリンダ県、西スマトラ州・東ジャワ州・西ジャワ州

より各1県/市）。以下のとおり、現支援システムでは設定された指標データのすべてが回収でき

ず、また独自のシステムをもつ州・県/市もあることから、指標データを用いて成果を検証する

ことが難しい。 

指標3-1、3-2、3-3について労働移住省経由で入手できたデータは表2-5のとおり。入手できな

かった指標が大半であるが、パティ県及びジョグジャカルタ市では求人件数、求職件数ともに

2010年は大きく増加している。 
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表２－５ 成果3に係る指標入手状況 

  スマラン県 パティ県 ジョグジャ

カルタ市 

バントゥル

県 

スラゲン県

2008年 760 N. A. 110 140 24 

2009年 N. A. N. A. N. A. N. A. N. A. 

企業訪問記録

台帳の記載数

（IPK/II） 2010年 N. A. N. A. N. A. N. A. N. A. 

2008年 N. A. N. A. N. A. N. A. N. A. 

2009年 N. A. 2,280 148 N. A. N. A. 

業務支援シス

テムへの登録

求職件数 2010年 5,931 5,400 3,497 21,903 12,170 

2008年 N. A. N. A. N. A. N. A. N. A. 

2009年 N. A. 204 111 N. A. N. A. 

業務支援シス

テムへの登録

求人件数 2010年 2,279 877 2,677 1,555 4,575 
出所：労働移住省 

 

指標3-4については蓄積されたデータや情報はないが、スマラン県、パティ県ともに求人企業

及び求職者の多くが労働事務所のサービスに満足していると回答した。要望としては、県内で

のジョブフェア開催、求人増加、オンラインによるAK/I（求職者登録カード）発行等の更なる

サービス拡大が挙げられた。 

このほか、雇用サービス改善の定性データとして、観察・ヒアリングを行ったパティ県とス

マラン県では業務改善の例が具体的に確認できた。例えば、利用者に分かりやすい事務所のレ

イアウト変更、利用者からの意見徴収箱の設置、より準備したうえでの企業訪問（求人開拓）、

より実用的な職業相談カウンセリングの実施等である。特に、スマラン県で観察の機会を得た

カウンセリングは、職業紹介を専門とする評価調査団員曰く「日本でもなかなか例をみないほ

どであり、素晴らしい」ものであった。 

上記に加えて、プロジェクト側から説明された改善事例は表2-6のとおり。帰国研修員を中心

に、事務所内の職業紹介部門会議で議論・提案が行われ、細かであるが具体的な改善が行われ

ている。 

 

表２－６ トライアル実施県における改善事例 

 時 期 改善事例の内容 

スマラン県 2010年 求職者サービスを行う独立した場所の確保、分かりやすい表

示の工夫（案内図）、導線の改善、プライバシーに配慮した

相談窓口の設置、番号札の活用、待合椅子の増設、見やすい

求人掲示板の設置 

 2011年 業務の流れ図の作成、配付 

パティ県 2010年 求職者サービスを行う独立した場所の確保、業務取り扱い時

間の明示、待合椅子の増設、見やすい求人掲示板の運営、窓

口と業務の流れ図の掲示、番号札の活用 

 2011年 求職者の希望、興味を踏まえたジョブカウンセリングの開始

中部ジャワ州 2011年 州内県市へのプロジェクト活動の周知（2011年は既存の予算

内で実施し、2012年は予算要求予定） 
出所：プロジェクト提供資料 
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２－２－４ 成果4 

成果4 モデルESCでのノウハウが他の選定ESCに移転される。 

指標 4-1. 雇用サービスに携わる職員が研修・巡回指導を受けた選定ESCが全国で

xx％以上になる。 

4-2. 雇用サービスにかかわるセミナー・研修・巡回指導に関して、参加者の満

足度が5段階評価でxxに達する。 

 

中間レビュー時点では5カ所の労働事務所でトライアルが開始しており、2011年いっぱい続く

予定である。これらのノウハウの普及は2012年以降に実践していく予定となっている。 

指標4-1に関連して、これまでのところ、トライアル対象以外の県/市労働事務所も、プロジェ

クトの研修やセミナーの一部に参加する機会を得ているが、本格的な活動は今後実施される予

定である。このほか、労働事務所間の個人的・インフォーマルなネットワークから情報・経験

が共有されている。 

 

２－３ プロジェクト目標の達成状況（達成見込み） 

目 標 すべての選定ESCにおいて公平・公正で効率的な雇用サービス（以下（1）～（4）

の観点から改善されたサービス）が提供されるようになる。 

（1）職業相談の実施や、的確な求人情報提供等による求職者業務の改善 

（2）求人開拓の実施等による求人業務の改善 

（3）コンピューターを用いたデータ管理・運用の導入等による効果的・効率的

な職業紹介業務の実施 

（4）利用者の視点に立った業務の実施、職員の資質向上 

指 標 1. 選定ESCにおいて企業訪問記録台帳（IPK/II）の記載数がxx件/年以上となる。

2. 選定ESCにおいて、業務支援システムへの登録求職件数がxx件/年以上となる。

3. 選定ESCにおいて、業務支援システムへの登録求人件数がxx件/年以上となる。

4. 選定ESCにおいて、労働市場情報回収率がxx％増加する。 

5. 選定ESC利用者の雇用サービスへの満足度が5段階評価でxxに達する。 

 

プロジェクトは成果産出の途中にあり、プロジェクト目標の達成について現状では判断が難

しい。なお、指標1、2、3、4は成果の指標と同様であるが、既述のとおり、現在の支援システ

ムではデータが回収しきれない状況にある（そのため、指標の修正が必要である）。指標5も同

様にデータ収集・分析の仕組みが未設立である。 

プロジェクト目標達成の見込みとしては、成果から目標までのロジックは認められているも

のの、残された期間を考えると、インドネシア側にも日本側にも、プロジェクト終了時までに

当初のプロジェクトサマリーで設定された100カ所の県/市労働事務所で業務改善を行うという

目標の達成は困難であると認識されている。その理由として、当初計画からの活動実施が大幅

に遅れていること、BKOLナショナルのアプリケーションにまだ不具合があり、雇用サービス提

供のために十分に活用されていないことが挙げられる。 
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２－４ 上位目標の達成状況（達成見込み） 

目 標 すべての選定ESCにおいて、改善された雇用サービスが提供されることにより雇

用が促進される。 

指 標 1. 選定ESCにおける就職率がxx％以上となる。 

2. 選定ESCにおける求人充足率がxx％以上となる。 

3. 選定ESCにおける利用者数がxx％増加する。 

 

現時点では、上述のとおり、成果発現の途中であり、プロジェクト目標達成見込みの判断も

困難であるところ、上位目標の達成まで見込むことは時期尚早である。上位目標の見込みとし

ては、成果からプロジェクト目標、プロジェクト目標から上位目標達成までのロジックは成立

していると考えられる。 

なお、指標1と2については、就職率や求人充足率といったように割合で設定されているが、

プロジェクトの効果として分母の増加も見込まれ、それによって分子が同様に増えても割合自

体は増加しないことが考えられるため、指標の修正が必要である。 

 

２－５ 実施プロセスの状況 

２－５－１ 活動の実施状況 

特に初期において活動実施の遅れがあった。その要因として、財政面・人員面での予算措置

がプロジェクト開始後に速やかに行われなかったことが大きい。プロジェクトの開始は9月であ

り、インドネシア側にとり、年度途中からの予算措置が難しかったと思われるが、執務室の整

備や専任カウンターパートの任命・配置に3カ月以上かかったことは、期間全体が3年間である

ことからも、大きな痛手となったといえる。 

トライアル実施にあたっても遅延があった。その要因として、労働事務所を選定するにあた

り必要な設備の有無を事前調査に含めていたが、例えば、コンピュータやサーバーの設置に必

要なインターネット契約やエアコン設置について労働事務所に説明されていなかったこと、カ

ウンターパートの出張に許可申請の時間を要したり、突然の出張計画変更があったことも挙げ

られる。 

 

２－５－２ 業務支援システムの混在 

プロジェクト開始以降、職業紹介に関連するシステムが複数あり、労働移住省及びプロジェ

クトとしてどのシステムを基に業務改善を進めていくか、その調整・統一に時間を要したこと

も、活動遅延の要因といえる。労働移住省が開発したBKOL（インターネット上の職業紹介サー

ビス。ESCの業務支援システムではない）、労働市場情報統計、プロジェクトで提案したシステ

ム「バルー」（現BKOLナショナル。ESCの業務支援システム）があり、この他にも地方（州ま

たは県/市）が独自に開発したシステムが存在するなど、それぞれ業務への活用範囲に差異があ

る。プロジェクトとして業務改善をモデル化し、将来的に全国に展開していくにはシステムも

統一する必要があったが、これに時間を要した。労働移住省としては、BKOLナショナルに統一

することに決定したが、地方のレベルでは、独自のシステムを継続使用するところもあり、一

部並存している。これについては地方分権下により中央の省が地方自治体を強制できないこと

もあり、やむを得ないといえる。 
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２－５－３ プロジェクトマネジメント（モニタリングと計画修正） 

（1）モニタリング 

モニタリングはPOを用いて、活動開始と進捗具合について毎週の定例会議で確認されて

おり、研修の計画や実施報告、教材案の内容確認等についても定例会議の場で共有されて

いる。他方、PDMで設定された目標の管理は実施されていない。その主な要因として、第

一に、指標データ収集・分析に関して担当者とその方法が明確になっていなかったことが

考えられる。また、成果3とプロジェクト目標の指標の大半は、業務支援システムを通じて

集計されることになっていたが、一部不具合があったため、集計できていない。 

 

（2）計画修正 

上記のとおり、活動進捗については定例会議で確認が行われており、その結果としてPO

の修正（活動時期の修正）はこれまで2回行われている。他方、PDMはプロジェクト開始前

に作成されたものであるが、改定の必要性は議論され、案も作成されているものの、公式

なプロセスを経た形では改訂されていない。 

結果として、PDMに記された計画内容とプロジェクトの現状が一部乖離した状況となっ

ている。当初計画では、対象地域全体を選定したうえでモデル労働事務所を選定すること

としていたが、全体の選定が遅れたことに加えて地域の多様性もあることから、このアプ

ローチは変更されることとなった。現在では、事前調査を経て一定の条件を満たした労働

事務所を選定して事業改善のトライアルを実施し、州内の他労働事務所に展開していくア

プローチを取っている。これに伴い、当初は100カ所での雇用サービス改善を想定していた

が、実際は何カ所をターゲットとするのか、サービス改善の内容をどのように把握するの

か等、議論にはあがるが具体的に目標として修正されずにいた。なお、労働事務所の職業

紹介部門を指す、雇用サービスセンター（ESC）という呼称が公的雇用サービス（PES）に

変わった些細な変更事項もある。 

 

２－５－４ プロジェクト内のコミュニケーション 

インドネシア側関係者と専門家は英語のみで会話することが難しいため、通常のコミュニケ

ーションは、日常会話であれば英語とインドネシア語の両方を駆使して行い、定例会議ではイ

ンドネシア語が堪能な専門家が通訳するか、専門の通訳を傭上して、インドネシア語で実施し

ている。 

ただし、言語の問題よりも、時間確保に苦慮しているようである。カウンターパートの大半

はプロジェクト専任でなく、省内の他業務が忙しい。定例会議も当日まで召集の督促を行い、

実施している状況である。また、カウンターパート部署が2部署となるため、方針決定に時間が

かかることも多々ある。 

 

２－５－５ インドネシア側のオーナーシップ 

プロジェクトの活動の大半は日本人専門家のイニシアティブにより行われているのが現状で

ある。例えば、専門家がマニュアル案や現場訪問計画を作成し、これをカウンターパートに相

談し、決定している。上述のとおり、カウンターパートの大半がプロジェクトの活動に十分な

時間が避けないことが大きな要因であると思われる。 
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第３章 中間レビュー結果 
 

３－１ 妥当性 

以下をかんがみて、妥当性は比較的高いといえる。 

    

（1）インドネシア開発計画、ニーズとの合致 

「国家中期開発計画（2004～2009年）」で設定された目標の1つが失業率の低下であった。

同後継計画（2010-2014年）でも雇用拡大は経済セクターの目標の1つとされている。2014年末

までに失業率を5～6％に減少することを目標とし、雇用拡大は国家福祉として説明されてい

る。ちなみに2011年2月時点の失業率は6.8％であり3、プロジェクト開始時（8.14％）から大き

く改善し、目標も達成しつつある。 

大統領令36号（2002年）は、職業紹介を含む雇用サービスは国家の義務であるとしている。

また、労働移住省令（PER.07/MEN/IV/2008）は、職業紹介制度と労働者雇用の地方分権化に

ついて記している。別の省令（PER.15/MEN/X/2010）では、州以下地方自治体の労働分野のサ

ービスは職業訓練、労働者配置、労使関係紛争解決であるとし、県/市の労働事務所が労働者・

雇用者に対して提供するサービスについて記載している。2016年までに登録求職者に対して

配置された雇用者の割合を70％とすることを目標としている。 

なお、雇用拡大といったニーズは依然としてあるが、国・州・県/市の関係者によって「理

想的な雇用サービス像」は多様であり、業務改善における優先度もそれぞれで異なっている。 

本プロジェクトは、BKOLを1つのツールとして、求人開拓やカウンセリングを含めてサー

ビスの質的側面を改善することを目的として形成されたものであるが、地方分権化が進んで

いることもあり、地方自治体によっては必ずしもサービスの質的側面の改善を優先課題とし

ていない面が散見される。 

 

（2）日本の援助政策との合致 

対インドネシア「国別援助計画（2004年）」によると、援助優先分野は「民間主導の持続的

成長」であり、これに関連した戦略の1つが「投資環境の改善に資する経済インフラの整備」

となっている。 

 

（3）手段の適切性 

前述大統領令は、労働移住省が雇用サービスを所管し、県/市労働事務所が実際のサービス

を遂行し、州労働局が労働移住省と州内の労働事務所を支援することを定めている。これら

がプロジェクトのターゲットであり、実施機関となっている。 

 

３－２ 有効性 

現時点で有効性を検証することは難しいが、活動がこのまま遅れるとプロジェクト終了時に低

い評価となる可能性がある。 

２－２で述べたとおり、これまでのところ、成果の産出が限定的である。パティ県、スマラン

                             
3 インドネシア中央統計庁（Badan Pusat Statistik）ウェブサイト。 
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県の労働事務所では、州労働局と連携し、BKOLナショナルも利用して業務改善を行っており、そ

の具体的事例も先述のとおりであるが、その一方でトライアル活動は、10カ所を目標としている

うち、まだ5カ所で始まったのみであり、これら10カ所以外へのモデル展開はまだ行われていない。 

成果からプロジェクト目標達成までの論理構成は明確である。すなわち、雇用サービスの内容

が関係者別に整理され、求職者や雇用者の立場に立ったサービスとなり、かつシステムに情報や

統計が集積される形で業務改善が進み、効率的な雇用サービスが提供されることが期待できる。 

しかしながら、現状の活動・成果産出の遅れにより、100カ所での業務改善を見込むことは難し

い状況にある。このほか、プロジェクト目標達成に影響しうる要因として、いまだ不具合のある

BKOLナショナルの整備状況が挙げられる。 

なお、100カ所という目標の認識が日本側、インドネシア側で異なっている部分もある。トライ

アル実施の10カ所でどのような改善をどのような方法でめざすのか、その後100カ所でどのような

改善をどのような方法でめざすのか必ずしも共通認識がなかった。 

 

３－３ 効率性 

既述のとおり、成果産出が限定的であり、現時点での効率性はあまり高くないといえる。 

インドネシア側による投入とメンバーの活動時間が十分でなく、活動がスムーズに行われなか

った。カウンターパートの大半は適切な部署・職位から選定されているものの、省内の業務で忙

しく、プロジェクトの進捗や課題を十分に共有できないメンバーもいた。プロジェクトのコーデ

ィネーターやチームリーダーが不在の際は、サブリーダーが代行することになっているが、調整・

意思決定に時間を要している。 

業務費の投入としては、2009年は労働移住省からの支出はなかったのはやむを得ないといえる

が、他部署からの支出支援も少なく、2010年もトライアル労働事務所の事前調査やBKOL改修の費

用が十分に捻出されなかった。このうち一部は日本側が計画外であったが、負担した部分もある。 

日本側の投入は、専門家派遣やローカルコスト負担の投入は計画どおりに行われている。短期

専門家については、長期専門家と分野の重複が一部あったが、本プロジェクトに先行して実施さ

れた開発調査「雇用サービス改善調査（2007年3月～2009年3月）」での業務経験を有する専門家が

派遣されることにより、短期間で効率的に業務が進められた。 

研修員受入れについては、2009年度は、参加意識が明確でない研修員がいたことや、研修成果

としての提言が具体的でないことが指摘された。しかし、2010年度は来日前に現地にて事前研修

を行い、本邦では職業紹介の実践面の研修を重点的に行った。また、参加者が職業紹介の現場職

員であったことから、研修効果は参加組織で活用されている。 

 

３－４ インパクト 

プロジェクト開始から1年半が経過したところだが、進捗が限定的であるため、上位目標を含む

インパクトの発現を確認するには時期尚早である。成果、プロジェクト目標を経て外部条件も満

たされれば上位目標達成を見込める目標間のロジックは認められる。 

また、負のインパクトは生じていない。 

 

３－５ 持続性 

プロジェクトは成果産出の途中にあり、アウトカム以上の効果持続を見込むのは時期尚早であ
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る。以下の点を踏まえて、持続性は各関係者のコミットメントによるところが大きい。 

    

（1）政策面 

3-1で述べたとおり、雇用機会の拡大はインドネシア政府にとり重要課題であり、「国家中

期開発計画」でも経済セクターの目標となっている。また、県/市の労働事務所が実務の中心

となって求職者・雇用者に対する雇用サービスが提供されることが労働移住省令により述べ

られている。 

 

（2）制度/財政面 

県/市労働事務所の能力強化に関して、労働移住省の国内雇用局は人材育成を担当し、市場

開発局はシステム開発・労働統計の集計を担当している。国内雇用局はプロジェクトに関連

して2011年、2012年とそれぞれ10カ所のトライアル実施の予算を計上している。他方、市場

開発局は2010年に146カ所にコンピューターを配布済みであり、2011年に追加で200カ所に配

布する計画がある。これらのように、両局の業務（雇用促進へのアプローチ）が異なるのは

分掌上当然であるが、対象労働事務所や数値目標の設定は調整されたものではない。 

労働事務所が雇用サービスを展開し、これについては州の労働局が業務モニタリング・指

導を担当している。労働事務所や州労働局への予算配分は各州の政府によって異なり、地方

によっては関連事業の予算が十分にないことが懸念される。 

また、地方分権化の影響から、中央の定めた方針を地方が実行しないというケースも少な

からずみられる。 

 

（3）技術面 

プロジェクトで作成するマニュアルは、既存のシステム（BKOLナショナル）や省令で定め

られたサービス内容に沿ったものであり、実際の業務に根づいたものである。ただし、BKOL

ナショナルマニュアルについては利用者の使いやすさをより考慮したものである必要があり、

PESリストは利用者により広く周知する必要がある。マニュアルの改訂については、労働移住

省の自己評価によると、「自分達で行える」技術力は身につきつつあるといえる。 

なお、現状として、労働移住省では、現場の状況に関する情報が集約されていない。省の

職員の出張は多いが、現場の課題を含む業務の実際に接する機会が少ないことが指摘されて

いる。今後、労働市場情報が集まる状況でも、定量的な統計に頼ることなく、現場の課題を

十分にくみ上げて改善に生かすモニタリングシステムが不足している。 
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第４章 結論 
 

5項目によるプロジェクトの評価結果としては、インドネシアにおける雇用促進という枠組みか

らみると、関係者によって業務改善のニーズに差異はあるものの、雇用サービスを通じて雇用を

促進する意義は変わりなく、プロジェクトの妥当性は高いといえる。トライアルが始まった労働

事務所では、改善事例が具体的に確認でき、また利用者（求職者・雇用者）からの評価も高い。 

しかしながら、これらは目標10カ所のうち2カ所での限定的な事例である。よって、プロジェク

ト全体として、目標達成度、有効性、効率性については、現時点では改善の余地が大きい。これ

は、プロジェクトの成果産出が計画と比較してまだ限定的であり、投入・活動の遅れに起因して

いる。また、プロジェクトの目標（数値）やアプローチが関係者間のなかで十分に共有されてい

なかったことも原因であると考えられる。活動実施から上位目標到達までのロジックは外部条件

も含めて適切に設定されている。インパクトと持続性については現時点で時期的に確認が難しい。

活動実施が今後より進められ、インドネシア側のオーナーシップがより高まれば、更なる効果発

現が期待できる。 



 

－18－ 

第５章 提言と教訓 
 

５－１ インドネシア側との確認事項 

現地調査では、暫定評価結果を受けて、日本側調査団と労働移住省関係者により以下の点が協

議された。 

    

（1）労働移住省はプロジェクトの経験を踏まえて、全国の労働事務所職業紹介部門の改善を2016

年までにめざす。 

（2）PESで提供される業務サービスは原則PESリストに記載されているものである。労働移住省

は、国内のPESに展開する公的基準としてPESリストを承認することをめざす。 

（3）本プロジェクトは、求人開拓、職業紹介カウンセリングやジョブマッチング等の業務を強

化することによりPESの能力を向上させることをめざすものである。対象となる州は、中部ジ

ャワ、ジョグジャカルタ特別州、東部ジャワ、西部ジャワ、西部スマトラ、南スラウェシ、

東部カリマンタンの7州であり、このうち、中部ジャワ州とジョグジャカルタ特別州をモデル

州として重点を置く。 

（4）BKOLナショナルは、上述の業務サービスを実践するためのシステム（ツール）である。労

働移住省は同システムを開発・配布する責務をもつ。また、PDCAサイクルに基づいてシステ

ム改修に必要な人員・予算を担保する。 

 

５－２ 提言 

暫定評価結果と上記協議を受けて、評価調査団は労働移住省に以下の事項を提言した。 

    

（1）プロジェクトの進捗は計画と比較して遅れており、この結果、有効性と効率性が低いもの

となっている。プロジェクトは残りの期間の活動（主にPES改善のためのトライアル実施と他

地域へ展開）をかなりスピードアップして行う必要がある。そのためにも、プロジェクトは、

残りの期間の活動内容を具体的なものとし、担当者を明確にする等の工夫が必要である。な

お、活動実施にあたっては、上記５－１の協議事項を参照する。 

（2）PES改善のトライアルと普及活動に際しては、州政府と労働局がキーアクターとなる。彼ら

の政治的コミットメントとプロジェクト活動への参加がプロジェクトの成功を促進すること

になると考えられ、その後の効果の持続性にも大きく影響する。このことからも、プロジェ

クトは早いタイミングで州政府に説明・依頼を行い、プロジェクト活動がスムーズに実施さ

れるように、次年度の予算措置を確保する等の努力が望まれる。 

（3）プロジェクトは、PES改善のトライアルを10カ所の労働事務所で重点的に行うが、ここで知

識や経験を得た職員を、他地域のPESの能力向上のためにリソースパーソンとして活用するこ

とが望ましい。例えば、他地域での研修や訪問指導等において彼らの知見を活用することは

プロジェクトの効率性を高め、また持続性を高めることにもつながる。プロジェクト終了後

は、労働移住省は州間の経験が更に促進されるよう研修やセミナーの機会・予算を確保すべ

きであり、同様に、州政府は州内の県/市間の経験共有・相互学習のための機会確保を行うこ

とが望まれる。 

（4）プロジェクトは、本調査における結果や協議事項を踏まえて、PDMとPOを改訂する必要が
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ある。PDMの改訂にあたっては、指標はより具体的で検証可能なものとする。例えば、プロ

ジェクト目標の指標として、PESの改善を検証するために、最低基準チェックリストのような

ものが一案として考えられる。また、指標データは誰がどのようなタイミング・方法で収集

し、分析するのかも考慮して運用可能なものを設定する必要がある。PDMの改訂案はミニッ

ツ（付属資料2）Annex 2及びPDM比較表（付属資料3）のとおり。PDMの改訂は次回の合同調

整委員会でできる限り早く承認される必要がある。また、POは残りの期間で行う活動を明確

に記す必要がある。 

（5）少なくともプロジェクト期間中は「PES促進チーム」メンバーの異動がないようにする。ま

た、プロジェクト終了後に向けて、同チームの機能・役割がより明確に規定されるべきであ

る。 

 

５－３ 教訓 

今後、他の類似プロジェクトを効果的に実施するため、本中間レビューから以下の教訓を導き

出せる。 

    

（1）実施機関の役割やオーナーシップの重要性は開始前に確認する 

本プロジェクトでは、実証調査を伴う開発調査が先行しており、その進め方（日本側に投

入や活動実施を期待する）が浸透していたが、技術協力プロジェクトにおいても同様の期待

があったようである。また、プロジェクトの内容・方法、実施機関の役割について、実施機

関と共通の認識をもつまでにプロジェクト開始以降の約3カ月が費やされた。本プロジェクト

のように比較的短い協力期間の案件においては、プロジェクトの開始時には活動実施に必要

な人員・予算が確保されていることが特に重要である。 

計画策定を経て実施協議が行われる際には、プロジェクトの内容・方法につき、相手側と

日本側で共通の理解を十分にもつことが極めて重要である。これに加え、開始後のカウンタ

ーパートや予算配置につき具体的に確認を行うことが重要である。これにより、スムーズな

活動開始が期待できる。 

 

（2）到達目標のイメージを共通に、明確にもつ 

業務改善や能力向上といった目標の場合、目標の具体化や指標設定の難しさがある。具体

的に、どの能力や機能が強化されるのか、強化された結果どのような変化が期待されるのか、

何をもってその変化を確認できるのかなど、計画策定時に双方で共通に確認した事項をまと

めておくことで、プロジェクトの活動が具体的に計画でき、未確認事項の議論も進むと思わ

れる。本プロジェクトは、能力向上のモデル確立を通した後、他地域に展開するアプローチ

を採用している。それぞれの段階で、どういった変化をめざしているのか、どのようにその

変化を確認するのかなどを明確にする必要がある。 
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第６章 団員所感 
 

６－１ 厚生労働省団員所感 

（1）はじめに 

1997年の経済危機以降、失業者が増加し続けることとなり、インドネシア政府からの要請

を受け、開発調査「雇用サービス改善調査」（2007年3月～2009年3月）に引き続き、2009年9

月に本プロジェクトが開始された。 

本プロジェクトは、インドネシア政府が雇用促進政策の一環として全国465の県・市に雇用

サービスセンターを設置する計画を日本が支援することを目的としている。 

以下、プロジェクトの進捗状況及び今後の展開について所感を列挙する。 

 

（2）本プロジェクトの進捗について 

労働移住省との協議及び現地派遣中の専門家によると、本プロジェクト開始にあたって作

成された活動計画に照らして、中間時点ではあるが、本プロジェクト終了までに計画内容を

達成する可能性は困難と判断される。したがって、活動計画やPDMの修正等が必要である。 

労働移住省関係者との協議において、本プロジェクトへの理解、熱意が十分であるとはい

えないと感じられた。これが、本プロジェクトの進捗の遅れにつながっていると考えられる。 

この背景には、2009年まで実施された「雇用サービス改善調査」が開発調査であり、技術

協力プロジェクトの主体がインドネシア側である点についての理解が十分でなかったことが

挙げられる。また、インドネシアにおいて2001年に地方分権化され、雇用サービスの実施が

地方に移管されたことも、労働移住省側の本プロジェクトについての自己意識（オーナーシ

ップ）が十分でない理由と考えられる。 

 

（3）本プロジェクト終了までの展開について 

労働移住省との協議により、本プロジェクトの活動計画の修正が行われ、中部ジャワ州の

35県・市を含む7州45県・市に特化した活動をすることとされたが、本プロジェクト開始にあ

たって作成された活動計画が、インドネシア側の状況からそもそも達成可能なものであった

のか、プロジェクト期間、両国の人の配置、予算等の側面から検証する必要がある。 

プロジェクト終了時までに取り組むべき課題としては、成果を上げているモデル地域での

活動をどのように他の地域へ展開していくかが重要であり、労働移住省、州、県・市及び専

門家が1つの共同体となり、例えば、関係者による連絡会議を定期的で実のあるものとするこ

とにより、緊密な連携をとることが必要であると考えられる。また、現地専門家には、モデ

ル地域の改善を図るとともに、プロジェクト終了後の中・長期的に全国展開を実現する方法

について、労働移住省とともに計画（工程表の作成、省及び州の組織体制等）することが求

められる。 

 

（4）結論、今後の展望 

持続的に全国展開を行うための中心は、労働移住省雇用総局長代行及び国内雇用局雇用サ

ービス部長であり、技術的及び政治的な面でも、彼らとの協議を緊密に進め、プロジェクト

を進めていくべきである。 
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インドネシアをはじめとするアジア地域においては、経済成長の果実を得ることのできな

い社会的弱者の存在及び失業、疾病等のリスクから人々を保護するためのセーフティネット

の不備が課題として挙げられ、労働市場への復帰を促す制度（積極的労働市場政策）及び労

働者保護が確保された雇用の拡大などの社会セーフティネットを構築することの重要性がま

すます高まっていると考えられる。 

本プロジェクトは、アジア地域における社会セーフティネット構想の先革的プロジェクト

であり、持続性を担保するため、協力内容を精査しつつプロジェクト期間の延長を検討する

とともに、労働移住省内への専門家の派遣を行うべきである。 



付 属 資 料 

 

１．聴取記録  

 

２．署名ミニッツ文書（Minutes of Meetings） 

 

３．PDM比較表  
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聴取記録① 

日時 2011 年 6 月 7 日（火）15：50～17：00 

面会相手 Mr. Nurrachman（国内雇用局） 

参加者 山田専門家（通訳）、野口 

場所 国内雇用局 

ヒアリング

内容 

 

 

1. 国内雇用局の概要 

 組織図（構成）。職員数は増えている。新入職員が 2010 年は 8名、2011 年は 5 名。

 2009 年、2010 年、2011 年の予算情報については、担当に確認するが、病欠中であ

る。デリケートな情報であるので、提示できるかどうか約束できない。 

 業務実施にあたり、予算は十分に措置されていると思う。 

 

2. 人材育成の事業 

 2011 年の計画は次のとおり。①専門職対象の職業指導研修。各回 30 名で 2～3回。

参加者は、省から全国の州・県・市に募集案内を行い、それぞれの州・県・市から

の推薦を受けたものを官房人事が選考する。基準は、大学卒、40 歳以下、経験を有

すること、担当業務に合っていること等。 

 ②専門職対象の職業紹介研修。1回で 60 名。参加者決定は①と同様。 

 ③管理職研修。地方分権が進み、雇用問題の未経験者が管理職として労働事務所等

に配属されることもある。1回で 60 名。参加者決定は①と同様。 

 ④民間職業紹介機関向け研修。1回で 60 名。参加者決定は①と同様。 

 ⑤一般職からのキャリアアップをめざす、専門職養成研修。この研修は官房人事、

労働研修所 1 回（2.5 日）で 60 名。参加者決定は①と同様。 

 ①から⑤の研修の講師は、労働研修上の職員、雇用総局の職員、官房法規課の職員。

 2012 年は、研修対象者数を増加させたい。 

 人材育成のニーズ把握は特に実施していない。 

 現在、国内雇用局、労働市場局、労働研修場が人材育成を行っている。規定により

それぞれの部局が独立して計画、実施している。プロジェクト終了以降、現在プロ

ジェクトで取り組んでいる内容を労働移住省で内部化するとしたら、まずは、国内

雇用局、労働市場局、労働研修場による研修の内容を充実させるために活用したい。

また、内容的には、労働研修所の、職業紹介に関する専門職養成研修に似ているか

ら、この研修のカリキュラムに盛り込んだり、教材を活用することができると思う。

 JICA へのリクエストとして、プロジェクトで開発した技術・ノウハウを活用してい

きたいため、マニュアルや参考資料が欲しい（研修所で使っていきたい）。 

 

3. 労働事務所の雇用サービス 

 労働事務所が最低限提供すべき業務サービスのうち、最優先の機能として「労働市
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場情報の収集」。それから、「求職者情報の収集」「求人情報の収集」「求職者と求人

のマッチング」。「就職後のフォロー」も重要である。利用者に対して、求人が合っ

ていたかどうか確認する。やっている事務所とそうでない事務所があると思う。 

 公的な労働事務所と民間の職業紹介機関の役割の違いについては、2003 年の省令

13 号にあるとおり。違いとしては利益を求めるかどうか。また、双方が協力する必

要がある。例えば、それぞれの求人・求職の情報をお互いに共有する等。 

 

4. ESC の全国展開 

 2011 年に 10 カ所、2016 年までに全国に展開したい。プロジェクトが終了する 2012

年 9 月までには、2011 年の 10 カ所に加えてもう 10 カ所。そのために必要な予算を

要求しているところである。 

 目標に関する情報についてはまだ労働市場局と共有できていない。 

 PES が備えるべき最低限の業務としては、2007 年の法令にあるとおり。職業紹介業

務を行うこと（AK/I の発行から雇用まで）。 

 ESC の承認制度について。個人的な見解であるが、組織に対して特に必要はないと

思う。承認でなくても、研修受講証明とか、そういったもので十分であると思う。

 制度について特に動きはないもよう（野口）。 

 

5. 社会的弱者を対象とした雇用サービスの提供 

 社会的弱者の中には、障害者、高齢者、女性、若年、服役者、性同一性障害の人々

がいる。ニーズは多様であり、また医療やリハビリといった面では、労働移住省だ

けで対応できるものではない。 

 とりわけ障害者に対しては、97 年に障害者法が成立している。規定 4 号では、1％

の雇用目標をあげている。 

 また障害者の就学機会の確保も重要であり、作業所や自営業も含めて開拓が必要で

ある。これらの求人開拓を行っている労働事務所もある（マスピオン?）。 

 残念なことに、障害者統計がそろっておらず、対応が十分にできない。人口の 3％

が障害者であるという推計に基づくしかない状況である。 

 

その他  
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聴取記録② 

日時 2011 年 6 月 7 日（火）14：30～15：45 

面会相手 Mr. Tri Ariyanto（労働市場局） 

参加者 山田専門家（通訳）、野口 

場所 プロジェクトオフィス 

ヒアリング

内容 

 

 

1. 労働市場局の概要 

 組織図（構成）については、プロジェクト開始時より変更はない。職員数は微増し

ている。2011 年は新入職員が 2 名。 

 2009 年、2010 年、2011 年の予算情報については、上司に相談し、可能であれば提

供する。2011 年の業務計画書も同様。 

 

2. 業務支援システム（BKOL Nasional）に関連して 

 労働市場情報は具体的にどの情報・データかについては規定に載っているので、そ

れを参照されたい。後で他職員が届ける。 

 このシステムがもたらす改善効果は、これまで手作業で行っていた入力を PC で行

うことにより、時間が短縮される。これが迅速なサービス提供につながる。 

 2011 年は労働事務所 200 カ所に配布予定。これまで、100 カ所に研修を実施済みで

あり、ユーザー・アドミン（←管理者権限のようなもの?（野口））を発行した。2010

年は、パティ県とスマラン県の 2カ所に配布済み。これらのうち、実際に業務にシ

ステムを導入している事務所がどれくらいあるかは、局内で確認する必要がある。

後で伝える。 

 多くの労働事務所で使用してもらいたい。そして問題があれば本省にフィードバッ

クがほしい。問題があった時の対応としては、バグリストに記入し、これを Eメー

ルや EMS で直接、本省の担当（パンドゥ氏、スリ氏）に提出することになっている。

これを受けて、担当が電話等で指示・支援を行う。バグリストについては、研修を

実施済みだが、まだ周知しきれていないかもしれない。なお、メイ氏にもこの担当

を担ってほしいと希望している。 

 システムの展開のためには、それぞれの県・市の協力が不可欠である。それぞれの

県・市の労働事務所に対しては、年に 1回の業務調整会議で、システムの目的、局

の方針・プログラムの説明を行っている。県・市の政府からの支援も必要であるが、

内務省管轄であり、労働移住省から特に何かを依頼するものではない。 

 今後のシステムの維持管理については、本省のサーバーのメンテナンスの予算を

2011 年に計上してある。アプリケーションのメンテナンスは特に予定がない。 

 システムの改修に対応できる職員は 2名いる。どちらも大学でコンピューターを専

攻した職員。 
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 システムを通じて、各労働事務所から収集が必要なものは、IPK の情報。その詳細

は規定にある。後で確認してほしい。 

 IPK として集めた情報は自局や他の部局で方針・プログラムの策定に活用している。

以前は紙ベースであったものかデータで収集できるようになっている。 

 従来の Bursa Kerja Online の運用予定はない。BKOL Nasional に一本化された。 

 東ジャワ州では、州が独自に開発したシステムを活用している。労働移住省は、BKOL 

Nasional が全国で展開するのを期待しているが、各地方自治は自分たちで判断する

ことができるので命令まではできない。省としては、IPK が上がってくれさえすれ

ばよいが、それでも、州が独自のシステムをもつことで他地域と情報を共有できな

いのは不利だと考える。 

 

3. 人材育成の事業 

 2011 年、情報に関する人材育成は、50 名×4回＝200 名で実施する。すでに 2回実

施済み。対象は県・市または州の専門職または一般職、または PC のオペレーター。

4 回の研修は、スマトラ、カリマンタン、マカサル、バリで地域を区切って実施し

ている。基本的に、各事務所から 1 名ずつ。 

 2012 年も同様に研修を実施したいと考えており、そのための予算を申請したい。 

 

その他  
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聴取記録③ 

日時 2011 年 6 月 8 日（水）13：45～14：15 

面会相手 2011 年 4 月に職業高校（会計コース）を卒業した女子 

参加者 山田専門家（通訳）、野口 

場所 バタン県労働事務所 

ヒアリング

内容 

 

 

 今日、労働事務所には初めて来た。仕事を探しに来た。 

 卒業した学校（職業紹介課のようなところ）で労働事務所について紹介を受けた。

 職業相談を受けた。自分の希望を伝え、担当者からいくつか情報を受けた。スーパ

ー（マタハリという全国チェーンのスーパー。日本でいうイトーヨーカドーのよう

なもの（山田専門家））のレジの仕事を含めて応募したいと考えている。 

 求職は新聞を見たりもするが、労働事務所では担当者に直接話を聞けるのがよい。

 今日の目的は求人情報を見ることであり、その目的は達成された。いくつか関心の

ある求人があった。AK/I も取得した。 

 労働事務所サービスに対する満足度は、「今日のところは、まあ満足している」に。

「サービスはよいと思うが、失業者がまだ多くいる状態なので・・・」。（・・・よ

りアクティブに対応してもらえるとよい、とのニュアンス） 

 

その他  
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聴取記録④ 

日時 2011 年 6 月 8 日（水）12：45～13：00 

面会相手 Mr. Yudi （Pumimas Citaramarvadri という人材派遣会社のバタン県支所長）

参加者 山田専門家（通訳）、野口 

場所 バタン県労働事務所 

ヒアリング

内容 

 

 

 アジア・太平洋の企業向けの人材派遣会社。本社はジャカルタにある。2007 年設立。

 人材派遣のニーズは増えている。特に電気部門の企業。マレーシアへの人材派遣が

増加している。 

 求人は求職者より多く、人は容易に探せている。 

 求人のプロセス（手続き）は、在外大使館への派遣要請→これを受けて労働事務所

に求人→職業高校での求人。 

 労働事務所職員が、求人の有無に関してオフィスに聞きに来ることもある（←労働

基準監督と混同している可能性あり（山田専門家））。 

 労働事務所のサービスには満足している。要望は特にないが、オンラインでサービ

スを受けられるようになるとよい。 

 

その他  
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聴取記録⑤ 

日時 2011 年 6 月 8 日（水）11：15～14：45（途中、休憩と別ヒアリングを含む）

面会相手 Mr. Nursinto （バタン県労働事務所職業紹介部長）、Mr. Sudaryono D. （同

総務課長） 

Ms. Evy Yuli W. （同職業紹介スタッフ）、Mr. Hardiyanto （同職業紹介ス

タッフ） 

参加者 山田専門家（通訳）、野口 

場所 バタン県労働事務所 

ヒアリング

内容 

 

 

1. バタン県労働事務所概要 

 職員数は 30 名（課長以上の管理職 19 名、スタッフ 11 名）。 

 職業紹介部門は 6名。部長、課長 3 名、スタッフ兼オペレーター2名。 

 予算は県政府からの配賦。施設修繕も必要であり、業務実施にあたり十分とは言え

ないが、県全体としても限られた予算なので、しかたがないと考えている。 

 

2. 職業紹介業務 

 職業紹介業務の実施には不足している。2012 年に 4名の増加を県庁に申請している

が、どうなるかわからない。 

 業務内容・フローが文書化されたものは特にない。業務自体は実施している。 

 求人開拓業務は、企業を直接訪問したり、電話で行っている。 

 近年の求人は増加している。多いのは商業・サービス部門。毎月、新規の求人は 5

～10 件。 

 企業からの求人情報は、FAX や持ち込みの形で受け付ける。規定様式はない。受理

した求人はそのまま掲示板（事務所の外壁にある）に貼るほか、村役場の掲示板に

も貼る。このほか、地域のラジオで毎日紹介する。 

 利用者（求職者）は、1日 20 名程度（新卒者が集中する時期は除いて）。このうち、

だいたい 15 名が求職のため、5 名は AK/II 取得のため来る。 

 利用者の中には、掲示板だけ見て帰る人もいる。 

 利用者がサービスに満足しているかどうかは、直接本人に聞いている。満足する人

もいれば、そうでない人、反応はさまざまである。 

 職業相談は原則、AK/I を記入した全員に対して行っている。ただし、新卒者が集中

する時期は全員に対応できていない。 

 合同就職面接会は行ったことはない。今年実施する計画はあるが、時期は未定。 

 求職者は、掲示板の求人先に直接応募できる。実際にどの程度の人数が直接応募し

ているのかは把握していない。 

 試験の結果については、本人から SMS 等で連絡が来ることが多い。結果は記録に残

している。 
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 就職試験に不合格になった人に、また条件・希望の合いそうな求人が出たら、SMS

等でコンタクトする。技能が不足している人に対して職業訓練校を紹介することも

ある。 

 PC は 5 台。このうち 3台が労働移住省から。IPK というアプリケーションにより、

求人情報、求職者情報のみコンピューターにデータベース化しているが、ジョブマ

ッチングの機能はない。求人・求職者情報は、PC から閲覧できるようになっている。

AK/I 等は手書きで対応している。 

 ネット環境は整備済み。 

 BKOL Nasional のユーザー・アドミンは取得済み。2011 年 5 月に週労働局が実施し

た IPK システム Ver.3.2 に関する研修にスタッフが参加しており、BKOL Nasional

の簡単な概要説明を受けた（が、実際に使用できるほどの知識を得るような研修で

なかった）。 

 BKOL Nasional の準備は整ったが、いつから開始するかはまだ計画がない。 

 職業紹介の仕事のやりがいを感じる時は、就職できたという報告をもらった時。 

 職業紹介の仕事で困難に感じるのは、業務に対して職員数が少ないこと。 

 

3. 州・国との連携 

 州労働局からの支援としては、研修。2011 年は自営（起業）に関する研修がある（今

月）。機材や予算措置の支援はない。 

 州労働局への報告は、毎月 IPK を提出している。その他、何か求められれば提出す

る。また、海外出稼ぎ労働者の保護に関する相談をする。例えば、海外で事故が起

きた時、企業に問題がある時など。 

 労働移住省からの支援は、貧困者が起業する際の（初期投資等への）補助金の配賦。

この補助金に関して事務的なやり取りをする以外、省に報告・連絡することはない。

 

4. 社会的弱者を対象とした雇用サービスの提供 

 地域と連携してソーシャリゼーションの広報・啓発を行っている。例えば、高校 3

年生に対して職業・労働に関する説明を行う。また、企業に対しては、直接訪問し

たり、企業を集めて雇用促進のための説明を行っている。 

 

5. 労働移住省・JICA プロジェクトの取り組みについて 

 オンライン業務の施行をしているとか、研修機会で一緒になったパティ県、スマラ

ン県の職員から直接聞いている。ネットでスカイプを使って話を聞いたこともあ

る。自分たちの事務所でもぜひやってみたい。 

その他  

 Mr. Nursinto （職業紹介部長）は着任して 15 日であり、職業紹介業務についてあ

まり情報を持ち合わせていないように見えた（野口）。前職は、県政府の総務部門

で社会福祉関連の事務をしていた。 
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聴取記録⑥ 

日時 2011 年 6 月 9 日（木）11：00～11：45 

面会相手 求職者 2 名 

参加者 山田専門家（通訳）、野口 

場所 スマラン県労働事務所 

ヒアリング

内容 

 

 
 求職者 1 求職者 2 

求職者  男子、25 歳  女子、24 歳 
来訪目的  以前作成したAK/Iの有効期限が

切れたので、この更新にきた。
また、求人情報を見にきた。よ
さそうな求人があると、友人か
ら連絡を受けて来てみたが、す
でに期限がきれていた。 

 求人情報を得るため。 

以前の来訪  労働事務所に来るのは 3 回め。  労働事務所に来るのは 2 回め。
 前回は半年くらい前に来た。 
 6 カ月求職が続いている。「仕事

を選びすぎている」と自分で思
う。 

システムの
利用 

 今日は PC で求人情報を閲覧し
た。問題なく操作できた。 

 より広域の求人情報を見ること
ができた。 

 AK/I も PC で作成した。以前の手
書きより楽である。 

 PC で求人情報を閲覧した。問題
なく操作できた。 

 関心ある求人はあったが、自分
には条件が高すぎるものであっ
た。 

職業相談  相談は十分に受けた。学歴や希
望を聞かれた。 

 携帯電話の番号を聞かれて、求
人が他にあればまた連絡を受け
ることになっている。 

 カウンセリングルームで相談を
受けた。自分の関心や興味につ
いて説明した。 

 相談員からは「仕事を選びすぎ
てはいけない」と言われた。 

 携帯電話の番号を聞かれて、求
人が他にあればまた連絡を受け
ることになっている。 

 相談内容には満足している。 
その他の求
職方法 

 労働事務所に来る他は、友人か
らの情報で直接工場に行ったり
した。 

 新聞の求人広告を見る。 
 労働事務所のが、求人情報を細

かく得られる。 
職業訓練  1 年前の相談時に職業訓練を推

薦されて（機械科）、受けた。そ
の後、友人がやっている修理ワ
ークショップの手伝いをした。

 以前、職業相談の情報を受けた
が、自分の希望には合わなかっ
た。 

労働事務所
の評価、要
望 

 「大変満足している」。 
 ただし、求人件数がもっとある

とよい。 

 「大変満足している」。 
 その他の要望はない。 

その他  労働事務所のことを知らない人
もいるのではないか。 

 知人等、労働事務所のことは大
半の人が知っていると思う。 

   

その他  
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聴取記録⑦ 

日時 2011 年 6 月 9 日（木）14：05～14：20 

面会相手 求職者 

参加者 山田専門家（通訳）、野口 

場所 スマラン県労働事務所 

ヒアリング

内容 

 

 

 求職者 1 

求職者  女子、23 歳。 

 昨年 10 月に短大（3 年生）を卒業してから求職中。ビジネス専攻。 

来訪目的  求人情報を得るため。 

以前の来訪  今日が 3 回めくらい。家族から労働事務所について聞いた。 

 前回は半年くらい前。職業相談を受けた。 

システムの

利用 

 オンラインで求人情報を閲覧した。家でもネットで求人検索をしてい

る。 

 求人はたくさんあり、関心ある求人もあった。いくつかに応募したい。

職業相談  今日は求人に来ただけ。今回は職業相談の部屋で何をやっているかわ

からなかったため、しなかった（←よくわからないが、レイアウト変

更によるものかも（山田専門家））。 

その他の求

職方法 

 ない。 

職業訓練  職業訓練を進められたが、行かなかった。近所で編み物を習っており、

そちらの方により関心があったため。 

労働事務所

の評価、要

望 

 「大変満足している」し、指導をしてもらえる。 

 求人があることを地域にもっと周知させてはどうか。 

その他  今まで、1日店番の手伝いをした以外は働いたことはない。 

 これまで自分の関心（販売業、サービス業）に合う仕事がなかった。

働く以外にやりたいことがあった（←何かは聞かなかった（野口））。 

   

その他  
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聴取記録⑧ 

日時 2011 年 6 月 9 日（水）9：30～10：30 

面会相手 Mr. Lukas A. Sipayung （ARA Shoes Indonesia, Finance & HRD Director）

他、秘書 

参加者 山田専門家（通訳）、野口 

スマラン県労働事務所職業紹介部長、Ms. Erna（同職業紹介専門職）、Ms. 

Suliyanti（同職業紹介専門職）、Mr. Ronji（中部ジャワ州労働局） 

場所 ARA Shoes Indonesia 

ヒアリング

内容 

 

 

1. 企業概要 

 ドイツ系製靴企業。女性用靴（ヨーロッパ輸出用）を製造している。 

 インドネシア法人の設立は約 20 年前。 

 従業員数は約 2,200 名。外国人（ドイツ、オーストリア）は 13 名で、それ以外は

インドネシア名。従業員数は 2008 年がピークで、その後は横ばい。全員、正規社

員。 

 この他に、在宅パートタイムで、地域の女性 351 名が一部作業を受託している。歩

合制の賃金制。 

 これまでのところ、労働上の問題はない。転職を希望する声も聞かない。 

 労働条件は最低賃金より少し上回っている。また、ラマダン明けのボーナスを 2 カ

月としている。ただし、地域の企業連合（9 社が参加）との関係もあり、あまり突

出した待遇をするわけにはいかない。 

 

2. 求人 

 今年はこれまでに 15 名を雇用。 

 多くは労働事務所経由で求人・雇用。労働事務所経由の利点は、求職者の属性をよ

く知っていること。また、採用に際して、面接の時間をしっかり取れるため、求職

者の情報を多く得られる。 

 その他の求人方法としては、①新聞の求人広告。特別な技能（例えば、英語とかド

イツ語とか）を持った人を募集する際は新聞を使う。その利点は、ジャカルタを含

めて広い範囲から採用できるから。 

 ②縁故。ただし、書類がないので、労働事務所を通してもらう。 

 ③在宅パートタイムは、地域（周辺のコミュニティ）から推薦をしてもらう。5 月

の実績は 351 名。この中には刑余者も含まれる。 

 

3. 労働事務所に対して 

 求人は問題なく希望に沿った人を採用できている。特に問題はない。 

 職業紹介サービスとしては最大限のサービスをやってもらっている。 
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 提案として、企業訪問をしようにも、なかなか交通手段がない。日本の支援でバイ

クなどを提供したらよいと思う。 

 そのため、企業訪問を受けるよりも、自分が出向く。その目的は、従業員の状況を

説明したり、これこれの技能・技術が必要だ、といったことを伝えている。そのほ

か、労働法規に改正があった時、その説明を受けにいく。 

 外資系企業であり、今後課題があるかもしれないが、そのためにも労働事務所とも

いい関係を維持していきたい。 

 

その他  

 朗らかな、説明好きな方であった。Mr. Lukas の言う、マネジメントの 3 つのコツ：

①社員を家族同様に扱う。②食べ物は皆同じものを同じ食堂で食べる（外国人も）。

③最低賃金を守る。 
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聴取記録⑨ 

日時 2011 年 6 月 9 日（水）12：10～13：30 

面会相手 SIDO Muncul （求人者） 

参加者 山田専門家（通訳）、野口 

スマラン県労働事務所職業紹介部長、Ms. Erna（同職業紹介専門職）、Ms. 

Suliyanti（同職業紹介専門職）、Mr. Ronji（中部ジャワ州労働局） 

場所 SIDO Muncul 

ヒアリング

内容 

 

 

1. 企業概要 

 インドネシアの、ハーブ健康食品会社。創業 60 年を超える。本社はジャカルタ。

スマランに研究所、工場がある。また、保護のためトラなどの動物園も併設。 

 従業員はスマランだけで、約 2,500 名。 

 

2. 求人 

 新規採用はここ数年、1 年間で 100～150 名。微増している。 

 求人方法は、①職業高校、②大学、③労働事務所、④新聞広告、⑤インターネット、

⑥ジョブフェア。 

 求人方法は、募集職種によって使い分けている。③労働事務所の場合は、機械系・

電気系の職種。 

 求人方法の違いとしては、③労働事務所であれば、職員の支援を受けられること。

提出書類の内容・不備のチェックをしてもらえる。早く採用が決まるのは、⑥ジョ

ブフェア。 

 労働事務所には、10 年前くらいから求人を出している。 

 2011 年は、今日までで 234 名（男性 183 名、女性 51 名）を採用している。このう

ち、労働事務所経由は 10～15 名。残りの約 200 名は隣接するコミュニティ（4 村・

郡）から採用している。 

 村・郡からの推薦は各村・郡に行って人を紹介してもらう。紹介は義務ではない。

地域との関係を強化する目的もある。 

 例えば、同じ求人に対して、隣接する村・郡からの求職者と県からの求職者が同じ

点数であったら、村・郡からの応募者を採用する、といったように優遇している。

各村・郡から同じ人数を採用しなければならない、ということはない。村・郡から

のこういった募集では、採用は容易に決まる。応募者が求人数より多い。 

 採用の条件は職種にもよるが、①健康であること、②心理テスト（性格を知るため）、

③教養があること。面接を行う。 
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3. 労働事務所に対して 

 労働事務所をとおして採用を行う場合、望んだ条件の人が採用できている。 

 リクエストは特にないが、県内のジョブフェアを実施してもらいたい。 

 訪問や電話をよく受ける。その内容は、①労働基準監督のモニター、②求人探し。

 

その他  
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聴取記録⑩ 

日時 2011 年 6 月 9 日（水）8：40～9：00 

面会相手 Ms. Enik Nurhayatini（中部ジャワ州労働局職業紹介課長） 

参加者 山田専門家（通訳）、野口 

場所 スマラン県労働事務所 

ヒアリング

内容 

 

 

 着任は 2010 年 4 月。 

 着任時にプロジェクトについてブリーフィングを受けた。パティ県とスマラン県で

業務改善トライアルを実施中であると理解している。 

 中部ジャワ州がめざす「職業紹介サービス像」は、簡潔なプロセスで早く、安くサ

ービスを提供すること。 

 しかし、県・市労働事務所では実際はまだそういう情報になっていないと思う。そ

の理由として、①IPK の情報収集（例えば、詳しい求人情報）が遅れがちであるこ

と、また、そのための人材が技能面で十分でない。②求職登録についても人材が十

分でない。③マッチングにあたって、他地域の求人情報が共有できず、不十分であ

る。 

 

その他  

 職業紹介部長が出張であったため、挨拶を兼ねて訪問。次のアポに間に合うまでの

時間でヒアリングを行った。 
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聴取記録⑪ 

日時 2011 年 6 月 8 日、9日 移動の車内で 

面会相手 Mr. Ronji（中部ジャワ州労働局職業紹介一般職） 

参加者 山田専門家（通訳）、野口 

場所 車中 

ヒアリング

内容 

 

 

1. 州労働局（職業紹介部門）の業務 

 州労働局の職員は 500 名以上。このうち職業紹介部門は 43 名。専門職は 2 名の新

名（以前はもっといた）。一般職は 30 名。 

 予算不足は特に感じない。 

 業務は、①県・市労働事務所の業務モニタリング・訪問指導を行っている。月に 1

回程度、担当職員全員がそれぞれ出かける。あれば公用車を使う。35 事務所中、34

事務所でネット環境が整備されているので、スカイプやチャット機能でモニタリン

グを行うこともある。 

 その他の業務は、②BKOL 関連。求人のアップロード、システム管理。③IPK 関連。

④予算管理、⑤労働事務所の職員研修（BKOL、IPK）で一部講師を務める。⑥求職

者のうち、自営（起業）研修も行っている（来週実施予定）。 

 自分の考える、「よい職業紹介」とは、求職者にとって手早くサービスを提供する

こと。コンピューターを使って情報を早く引き出せること。 

 業務のやりがいを感じるのは、県・市事務所の職員から信頼されていると感じる時。

それは、IPK の情報が 80％集まる時、わからないことを質問してくれる時に信頼さ

れていると感じる。 

 業務上の問題として、1 つは BKOL Nasional がうまくいかないこと（←詳細につい

ては追加質問せず、要フォロー（野口））。 

 

2. BKOL Nasional 

 労働移住省にお願いして、州内の全事務所のユーザー・アドミンを配布済み。今年

中に全事務所で開始されるといい。 

 先日の IPK 研修で、BKOL Nasional について簡単な説明だけしたが、運用のための

研修は本省がやることであり、州としての予定はない。 

 自分は PES リストを見たことはない。 

 海外出稼ぎ労働者用の職業紹介の業務チェックリストはある。 

 

3. スマラン県、パティ県の労働事務所の変化 

 スマラン県では、作業のコンピューター化が進んだ。職員の資質が上がったと言え

る。特に、本邦研修参加後、業務が積極的になった。事務所全体にも言える。 

 求人開拓方法も改善された。以前は手ぶらで企業訪問を行っていたが、今は、例え
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ば求職者情報を持っていき、「このような人がいる」というのをその場で説明でき

る。 

 パティ県も同様の変化がある。求人開拓の事前準備をするようになった。 

 人事異動・退職等が今のところなく、経験が生かされている。 

 2 県の経験は研修の機会を通じて共有している。この他、各事務所の職員がスカイ

プで日常的にやっていると思う。 

 2 県の経験について説明できる人は、労働局内には自分しかいない。 

 

その他  
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